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誰もが自分を活かすことのできる社会から
生まれるもの

　インクルーシブ社会への第一歩は、多様な人が「自分を
活かす」ことのできる「多様な場」をつくり、社会に結び付け
ていく取り組みである。誰もが自分の能力や資質を活かし
て継続的に経済活動を行えるしくみが成熟した社会─そこ
から生まれる商品やシステムは、多様な人々を受容する、イ
ンクルーシブで豊かなものになるだろう。
　人の多様性には年齢、人種、国籍、性別、経済的状態、
宗教など多くの要素があるが、インクルーシブ社会を考える
上で「障害」も忘れてはならない、さまざまな場面で排除さ
れることの多いマイノリティの要素である。私はこれまで障
害者が働く場の一つである就労系の福祉事業所を訪ね、
商品やサービスのユーザーとしてではなく、障害者自身が
ものづくりの主体となるプロセスについて優れた事例の研究
を継続してきた＊1,2。ユニークな商品開発を実現している障
害者福祉事業所やその商品開発をサポートする活動の事
例を通し、インクルーシブな商品開発と、その中で不可欠な
デザインとマーケティングの役割について考えたい。
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マイノリティが作る魅力的な雑貨たち
　数年前のある週末、私の住む東京・吉祥寺であれこれ
買い物しながら歩いていると、ふと、素敵な色合いの布のバ
ッグが目に入った。そこは街の雰囲気によく合ったカジュア
ルな雑貨店で、若者たちが熱心に小物を選んでいる。可愛
い雑貨たちに惹かれて店内に入ると、カラフルなアクセサリ
ー、紙のようなビニールのような面白い素材でできたポーチ、
鮮やかな配色のガラスの食器などなど数えきれないアイテム、
美味しそうなお菓子も可愛らしく並んでいる。この店の個性
的で存在感のある雑貨たちが、実はどれも障害のある人た
ちが働く福祉事業所で作られていることを知ったのは気に
入った猫のブローチを購入した後のことだった。
　この雑貨店は『マジェルカ＊3』。全国の障害者福祉事業
所で作られる雑貨＊4のセレクトショップである。地方自治体
や福祉団体が運営する福祉ショップは全国にあるが、民間
の雑貨店で継続的に障害者が作った商品を専門に販売
するケースは今でも珍しい。店主の藤本光浩氏はかつて
一般雑貨のバイヤーをしていた人で、いわゆる「授産品」
に市場価値のある商品があるとは思ってもいなかったという。

インクルーシブ社会への可能性と
デザイン＋マーケティング
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しかし偶然出合った魅力的な木工製品が障害者によって
作られたことを知って驚き、もっと多くの人に知ってほしいと
いう思いで2011年に全国の魅力的な「授産品」を厳選し、
一般店舗として販売する『マジェルカ』を立ち上げた。開店
から6年、今では約70カ所の福祉事業所と取引し、常時
250～300アイテムを扱う。
藤本氏は「良いモノを発
掘して発信することに意
味があり、障害者が作っ
た良いモノが世の中に知
られることで、他の多くの
事業所の製品のクオリティ
もアップする」という。

障害者の社会参加：
一般就労と福祉的就労の状況

　障害があっても誰もが自分を活かした仕事をする機会を
得られるインクルーシブ社会は理想であるが、現実はどうで
あろうか。現在の障害者の就労面の社会参加の状況につ
いて概観すると、一般企業などに就労するケースと、福祉
的な事業所に就労するケース、どちらも近年、毎年増加し
続けている。
　まず、民間企業の障害者雇用数は13年間連続して過去
最高を記録している。法定雇用率2.0％に対して実雇用率
は1.92％、約47万4千人の障害者が雇用されている（2016
年6月）＊5。2018年4月からは障害者の法定雇用率は民間
企業で2％から2.2％へ、国や地方公共団体等では2.3％か
ら2.5％へ引き上げられ、2021年4月までにはさらに0.1％引き
上げられる計画だ＊6。
　また、福祉的就労の場である、障害者就労継続支援事
業所も全国で急増している。2016年の統計では、全国に雇
用契約を結ぶ障害者就労継続支援A型事業所（以下A
型事業所）は3,296事業所、障害者就労継続支援B型事
業所（以下B型事業所）は10,267事業所あり、これらは過
去9年間でそれぞれ約22倍、約8倍に増加している。利用
者数もA型事業所は約6万人、B型事業所は約22万人に
上り、過去9年間でそれぞれ約25倍、約10倍にも増加して
いる＊7,8,9。
　しかし、就労という社会参加の機会は増えている一方で、
一般就労後の離職も多く、また地域によっては福祉事業所

を利用する障害者が定員に満たない、あるいは支援する職
員が足りないという事態も起こっている。

福祉事業所の商品開発プロセスから学ぶ
インクルーシブな社会参加の場

　前述の吉祥寺の『マジェルカ』で見かけた雑貨類は、ほ
とんどが全国のB型事業所で作られている。B型事業所は、
能力・体力・適性の面で一般就労が困難で、A型事業所
と雇用契約を結ぶことも難しい障害者が自分のペースや体
調に合わせて通所して仕事をする施設である。職員の給
与等の費用は国から支給されるが、障害のある利用者に
報酬として支払われる「工賃」は授産商品の販売や下請け
業務、労働サービスの提供などの「事業」によって得られ
た利益から配分しなければならない。
　工賃は全国平均で月額1万5,000円弱（2014年度）＊10。
国が「工賃倍増計画」を施行した2007年と比較すれば、そ
れぞれの事業所の努力もあり、約2割アップしているが、十
分とは言えない。福祉事業所は、それぞれ努力し、工夫して
「作れるものづくり」から「売れるものづくり」へ、「できる作
業」から「付加価値のある仕事」へと、福祉の視点だけでな
く、経営の視点を持つことが求められている。
　福祉事業所が売れる商品を開発するには何が必要なの
であろうか。福祉事業所では限られた職員で福祉的なケア
と事業運営の両方をやらねばならない。しかも、職員たちは
元々商品開発のプロではない人がほとんどである。そのよう
な状況であっても一部の事業所は悪条件を補い、うまく障
害者の力を活かしてクオリティの高い魅力的なものづくりに
成功し、国の目標である月額3万円を超える工賃を支払っ
ている。あるいは障害者も職員も楽しんで次々に新しい商
品を生み出し、人材不足のこの業界で常に人が集まってく
る事業所もある。
　このような福祉事業所のケースを分析すると、お客さまを
知る力、つまり「何が求められているのか」「何を作れば売
れるのか」を導き出すマーケティング力、魅力を表現するデ
ザイン力、商品を生み出す技術力、商品を知っていただく
ためのコミュニケーション力、利潤を生む販売力などが高い。
また、新しい商品アイデアを発想し、技術を開発してモノを
作ろうというポジティブな意欲と、失敗を怖がらずにチャレン
ジできるカルチャーが醸成されている。このことは、一般の
民間企業と変わらない。具体的な事例を幾つか紹介したい。

福祉商品のセレクトショップ『マジェルカ』
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事例１：自閉症の障害特性を活かす＋マーケットのニ
ーズからデザインを決める商品開発プロセス
　沖縄県那覇市のB型事業所である『そてつの森＊11』では、
企業と特許技術の単独使用契約を結び、透明樹脂でコー
ティングされた「DLOPSステッカー＊注」という美しいステッ
カーを開発した。複雑な形状の土台に一枚一枚、針を使っ
て細かいところまでウレタン樹脂を盛り付けて仕上げる作業
に自閉症の障害者のこだわりと高度な集中力をうまく活かし、
高品質のステッカーを効率的に制作している。しかし、作れ
るだけでは売れる商品はできない。『そてつの森』では観光
客に売れる商品を企画するために、職員たちが沖縄県内
の観光地やお土産店舗にヒアリングし、店頭観察を行い、
観光客のファッションや年齢層、手に取っているもの、購入
しているものなどを徹底的にリサーチしている。この結果、ま
ずお土産として人気の高い紅

びん

型
がた

模様と沖縄独自のモチー
フであるヤールー（ヤモリ）やシーサーを組み合わせたス
テッカーを職員自らがデザインした。これは今でも人気商品
である。さらに地元沖縄のデザイナーの協力を得て、デザイ
ン費用はロイヤリティ契約を結ぶことで、初期投資なしでオ
リジナルデザインを先行開発し、『沖縄美ら海水族館』など
の観光施設に提案営業を
かけて販売先を開拓する
ことに成功した。
　適正な利益を上げるた
め、『そてつの森』では低
価格でないと売れない福
祉イベントでの販売に頼ら

ないことを決め、今ではファミリーマートをはじめ那覇空港、
リゾートホテル、離島など全て一般の店舗で販売している。
現在10人の障害者が年間約1万2,000枚のステッカーを
作り、年商1,200万円を上げている。工賃も国の目標である
３万円に達した。
『そてつの森』では、マーケティングの基本になる市場リサ
ーチを職員自らが常に行っている。顧客のニーズを先に捉
え、作りたい商品の特徴と誰にアピールしたいのか、ターゲ
ットユーザーのプロフィールイメージも明確になっている。
このためプロのデザイナーの協力を求める際に、自分たち
が求めるデザインのコンセプトや市場の特徴を伝えることが
でき、その結果、売れるデザインが生み出されている。
　また、『そてつの森』の利用者は知的障害と自閉症の障
害者が多いが、日頃から障害の特性について観察しており、
樹脂盛り作業が自閉症のこだわりを活かせること、彼らにと
っては「はまる作業」になることも予測していた。まさに作り手
の「障害の特性を活かす」商品開発である点も成功要因
の一つである。

事例２：職員と利用者が創造性を発揮できるカルチャー
—アイデアが育つ福祉事業所
　北海道函館市にある『工房・虹と夢＊12』は、利用者であ
る障害者にも職員にも、どこか明るい空気が流れているよう
に感じられるB型事業所である。地域に開かれた福祉事業
所を目指しており、職員は全員が施設とは異なる地域の活
動にも参加しているため、さまざまな団体とゆるくつながって
おり、毎日のように来客があるという。どんな訪問者も歓迎さ

そてつの森
〈利用者〉

知的障害・自閉症
自閉症の集中力と「こだわり」
を活かした緻密な作業

〈土産店舗〉
コンビニ含め
100店舗以上

〈観光名称〉
水族館、イベント向け

〈Webショップ〉
沖縄の特産品サイト

福祉関係の販売からの脱却
一般市場に集中

〈職員〉
管理・営業活動
新規店舗開拓
デザイン提案

〈未来のビジョン〉
規模の拡大
商品ライン拡大
提案営業拡大
Web販売拡大

技術提携による商品開発 独自の販売戦略と営業手法

公的支援の活用

〈専門家〉
イラストレーター

オリジナルキャラクター
デザイン提案

特許技術提供

経営コンサル派遣

助成金給付

〈沖縄県〉
工賃倍増5カ年
計画による支援

〈日本財団〉

〈企業〉
DLOPSアート
（旧吉田製作所）

〈ターゲット顧客〉
沖縄に来る観光客
沖縄好きな人

顧客を引き付ける
デザイン
店舗観察・流行ウオッチ

提案営業
オリジナル
商品企画

「DLOPSステッカー」の精密な樹脂盛り作業

れ、元気な挨拶とともに利
用者の一人が笑顔でお茶
を運んできてくれる。ここで
は主にオリジナルレシピの
お菓子とせっけん、各種手
芸品を制作しているが、こ
の事業所の最大の特徴は、
職員が誰でもアイデアを積
極的に提案すること。ダメ
でもともと、面白そうなことは
やってみようという、失敗も
当たり前のこととして許容
するカルチャーである。

【図表】『そてつの森』の商品開発の流れ
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　手芸品は難しい技術を必要とする工程はないが、利用
者の個性が表れるように工夫されている。例えば、布に色と
りどりの刺し子糸で花模様を刺していく美しい「はこだて夢
ふきん」や刺し子コースターは、制作プロセス自体は細分
化され、パターンが統一されており誰でも制作することがで
きる。その中で糸の配色だけはそれぞれの障害者が自分の
イメージで多くの色から選び、どの部分を何色にするかを
考えているため、一枚一枚が違う色合いのものになる。完
成すると、自分の作った刺し子布巾は自分だけの作品であ
る。さらに、詩を作る特技を持つ障害者がその色合いを見な
がら、一枚一枚、詩的な言葉でタイトルをつけていく。絵を描
くのが好きな障害者のイラストを素材として職員が消しゴム
はんこを作成し、布巾に付けるおしゃれなタグをデザインし
ている。

　気分のままに描きためら
れたイラストはチラシの裏
にペンで描いた線画であ
ったりするが、これに職員
の一人がカラフルな色を割り付け、バランスよく紙面にレイア
ウトしてポストカードなどのペーパーアイテムに生まれ変わ
らせる。どれもとてもユニークで可愛いが、何より、絵の作者
は自分の作品が製品になることを誇りに思っているという。
　この事業所の工賃は全国平均を少し下回り高額ではな
いが、その成功は売り上げだけでは語れない。常に利用者
の申し込みがあり、毎日20人が出勤してくる。これまでに行
ったB型事業所の調査で課題として最も多く指摘されてい
たことは「より良い商品開発を行う職員の不足」であったが、

『工房・虹と夢』では、全国的に人材不足で集まりにくく離
職率も高いと言われている職員も不足したことがないという。
その理由はこの事業所の風通しの良さ、創造的なカルチャ
ーにあるのではないかと感じる。
　ここでは誰もがいろいろなアイデアを自由に出す習慣があ
り、どんなアイデアも否定されることがない。誰かがアイデア
を出せば、他の人がそこに別のアイデアを追加したり、作り
方を提案したりもする。そしてアイデアがまとまってきたらすぐ
に試作してみる。試作をみんなで見てさらにこうしたほうがも
っと良くなるのではないか、などとアイデアを出し合い、また
試作をする。このプロセスはインクルーシブデザインのプロセ
スの基本とも一致しており、これこそ参加者全員が創造性
を発揮するための土壌となっているのではないかと考える。
　簡単にまねができることではないが、新しいアイデアや変
革の提案をまずは否定しないでみんなで受け止め、考える
というコミュニケーションの暗黙のルールは多様な人が共
に活動するインクルーシブ社会における一つの鍵になるの
ではないだろうか。

事例３：プロとのコラボレーションによる優れた商品開
発—企業の支援と福祉事業所の努力が実る
　アッシュコンセプト株式会社＊13が販売するブランドの中
でユニークかつ素朴な存在感のある雑貨ブランド「equalto

（イクォルト）」は、アクセンチュア株式会社が社会貢献活動
として障害福祉事業所のものづくりを支援するプロジェクト
から生まれた。市場で求められる商品づくりを目標に、両社
と特定非営利活動法人ディーセントワーク・ラボ＊14が協力
してマーケティング、商品企画、デザイン、販売というプロセ
ス全体を支援した。2013年に開催されたデザインコンペ、
ART CRAFT DESIGN AWARDの受賞作品から開発
をスタートして以来、ユニークなデザインと福祉事業所の丁
寧な手仕事で作られた雑貨は毎年新しいアイテムを増やし、

「equalto」のWebショップとアッシュコンセプトが展開する
全国のプロダクトデザインショップ等で販売されている。
2015年秋のIFFT（インテリアライフスタイルリビング）で発売
開始したところ、約1,000万円もの受注があったという。この
ことは一般市場での商品価値が認められた証拠でもある。
2014年にはこのプロジェクトは「公共向けの活動・取り組み、
社会貢献活動部門」でグッドデザイン賞も受賞した。今で
はデザインコンペではなく、福祉事業所のものづくりに興味

上：『工房・虹と夢』の利用者たちの作業
風景
右：色とりどりの刺し子コースター
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のあるデザイナーが実際に事業所を訪れ、扱っている素
材や加工方法などを理解した上でデザインし、ブラッシュア
ップを重ね、商品企画開発を行っている。このプロセスのほ
うが、より福祉事業所のものづくりに合っていることが理由で
ある。現在の販売規模は年間で約5,000点、売り上げで約
500万円程度。中でも福島県の福祉事業所が作る革のペ
ンスタンドは定期的に発注がある。

　この活動の運営を行っているディーセントワーク・ラボ
の中尾文香氏によれば、「このプロジェクトで一番効果があ
ったことは、福祉事業所と障害のある利用者さんたちが、い
いものづくりをできるという自信を持ち、商品に愛着を持った
こと。また、東京のお洒落な場所で販売されていることも、利
用者さんたちの働く喜びになっている。同時に、「equalto」
の商品の制作を引き受けてから仕上げるまでの過程で、売
るための商品はこのレベルまで作り込まないといけないという
ことを、職員も含めて福祉事業所が理解したことも大きな財
産」であるという。
　今後については、プロのデザイナーがデザインしたものを
ただ作るだけではなく、作り手である障害者一人ひとりの感
性を前面に出せる商品や一点ものの商品の売り方の一つ
の成功モデルを作りたいという計画もある。「物は作っただ
けでは売れない。そのためには、どのような広報が効果的か
を探り、福祉事業所を知らない一般消費者の興味関心をど
のように集めるかも含めて模索する必要がある」と中尾氏は
言う。
「equalto」のほかにも福祉事業所や障害者と外部の技術
者、デザイナー、マーケティングのプロがコラボレートし、市
場で商品価値のあるものに仕上げてプロモートするプロジ
ェクトがある。一流パティシエと絵本作家のコラボレーショ
ンによる特別なお菓子のブランドを立ち上げたテミルプロジ
ェクト＊15、障害者アートとデザインと生産者としての企業を

結び付け、デザイン性の高いオリジナル商品やコラボレーシ
ョン商品の企画、製造、販売を行うエイブルアート・カンパ
ニー＊16やダブディビ・デザイン＊17の活動。このようなコラボ
レーションの成功には、魅力的な商品づくりと同時に、ビジ
ネスとしていくためのマーケティング視点のあるプロが不可
欠であり、また、障害者と専門家や企業をつなぐ中間に立ち、
コミュニケーション、双方へのアドバイス、商品チェックまで、
幅広いコンサルティングをする人材も不可欠である。直接
的なデザイン費用の支援だけではなく、こういった長期のコ
ラボレーションにおける中間的なコーディネーションの支
援も必要である。
　これまでも地方自治体は、パッケージやロゴマークのデ
ザイン費用の支援を行ってきた。確かにパッケージデザイ
ンは販売において即効性がある。しかし、もっと広く、長期的
に「何をどう作り、どこにどう売るか」ということを専門家と障
害のある作り手、そしてお客を包摂するコラボレーションに
より開発するインクルーシブな開発プロセスを支援するしく
みが必要になる。このようなインクルーシブな開発プロセスの
実施は、福祉事業所にもノウハウを残し、障害者の力と障
害者によるものづくりに対する考え方の変革を起こしうる。そ
して福祉の現場で起きているインクルーシブなコラボレーシ
ョンプロセスこそ、インクルーシブ社会のしくみづくりのヒント
になるものだと考える。

事例４：大学と福祉事業所のデザインコラボレーショ
ンの取り組み
　私が所属している人間環境デザイン学科では開設以来
10年余り、ユニバーサルデザインの概念をベースに街づく
りや建築といった空間から、福祉的な道具や生活環境、そ
してさまざまな工業製品や情報コンテンツまで幅広いデザイ
ン教育に取り組んできた。授業も当事者参加型のデザイン
プロセスを実践する内容が多い。例えば2020年の東京に
対するデザイン提案では、CIAJ（一般社団法人 情報通信
ネットワーク産業協会）とのコラボレーションにより、さまざま
な障害のある人たち、子育て中の女性たち、地方から東京
に移住してきた人たち、外国人、高齢者など多様な人を対
象にした行動観察、インタビュー、ディスカッションを通して
提案をまとめた。
　昨年より池田研究室では福祉事業所と共同で新商品の
デザイン提案を行う活動に取り組んでいる。福祉事業所と

左：「equalto」のマスコットアクセサリー、Mokemoke
右：「equalto」のしおり、Bookmark
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のコラボレーションでは、多様なユーザーだけでなく、さら
に作り手の多様性も理解した上でデザインしていく必要があ
る。このコラボレーション活動を通し、学生たちは多様な市
場をリサーチし、新しい価値を生むマーケティングとデザイ
ンの支援を行う。デザイナーと作り手とユーザーという３つ
の異なる立場の人が共に製品を完成させるというインクルー
シブなデザインプロセスを体験することにより、多様な他者へ
の理解が進み、共感性も高まる。大学は若者を社会に送り
出す場所である。社会に出る前に、多様な人を排除しない
インクルーシブデザインのプロセスを学び、実際に体験する
ことには大きな意味があるはずだ。
　前述の『そてつの森』とのコラボレーションでは、沖縄県
内の市場からさらに本土に向けたデザインの展開を視野に
入れ、学生たちは新しい
市場を探し、想定される
購買者のニーズを見つけ
て14種類の「DLOPS ス
テッカー」のデザイン提案
とパイロット販売を行った。
今後、より具体的な市場を
検討し、売れる製品づくり
を展開していきたい。
　今秋からは埼玉県内のB型事業所『川本園＊18』の木工
技術と埼玉県の特産である檜を使った木製の新しいプロダ
クトのデザイン提案プロジェクトも進行中である。実際に『川
本園』に伺い、障害者の皆さんと一緒に作業をする体験や
職員の方とのアイデア検討会を経て、現在は試作品を制作
している。これから多様なユーザーと、『川本園』の職員、
作り手である障害者による評価フィードバックを行い、最終
製品に向けて完成度を上げる。広報、販売のしくみについ
ても検討していく予定である。まだスタートしたばかりの小さ
な試みではあるが、継続して取り組む中で双方にどのような

変化が起こるかを見ていきたい。
　デザインを学習中の立場で商品企画の経験もない学生
の実力は、プロのデザイナーと比較するべくもない。しかし、
成長の真っただ中にいる学生たちがプロジェクトの最中に
見せる急速な変化と、そのような若者に福祉事業所の職員
や利用者の皆さんが真剣に向き合い、突拍子もないアイデ
アも何とか実現しようと努力してくださる中に、新しい技術的
な進展が生まれたり、意外な発見があったりする。長期的
なつながりを継続できるプロジェクトを通して共に成長してい
くことができれば、新しい商品の完成だけでなく、体験を通し
て多様な人を排除しないという感性を持った学生たちが
次々に社会に出ていくことになる。より多くの大学がさまざま
な分野でインクルーシブデザインの活動に関われば、その
影響は徐々に大きくなっていくのではないだろうか。

事例５：マイノリティの力を活かす・個性を引き出すツ
ール
「誰もが参加できる」ということは、多様な人の感性が活か
された結果、自由と創造性の幅が広がるということにつなが
る。ここに1つの例がある。さをり織り＊19である。1969年に城
みさをさんが作り手の感性を豊かに自由に表現するための
手織りとして創設し、今では障害の有無にかかわらず全国
で多くの人がさをり織りを楽しみ、美しく個性的な作品が生
まれている。これほど広がった理由は城さんのインクルーシ
ブな考え方に加えて、インクルーシブなツールができたこと
である。当時、手織りの世界ではそれぞれの織物に厳密な
技術的ルールがあり、手織り機の操作も複雑で熟練が必要
なものであった。さをり織りでは自由な決まりのない織り方を
テーマにし、それに加えて誰にでも簡単に使いこなせる専
用の手織り機を開発したのである。重度の障害があっても、
糸を自由に選び少しの補助があれば自分の好きなように織
れる。豊かな表現の可能性が広がった。全国でさまざまな
福祉事業所がさをり織りを活動に取り入れるようになり、多く
の障害者が表現の喜びを
見いだし、個性的で魅力
的な作品が生まれた。
　1つの「インクルーシブ
なツール」ができることで、
社会参加の場が広がる。
吉祥寺のさをり織りの『手

学生提案のデザイン、DLOPSステッカー
いろいろ

左：『川本園』にて学生作業風景
右：学生提案のデザイン試作品、組み合わせ鍋敷き さをり織りの手織り機
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織工房 Jota＊20』では一般の会員として知的障害のある人
もメンバーになっており、作品を販売し、新しいメンバーに
技術を教えるアシスタントもしている。主宰者の城達也氏は

「ここは誰でもさをり織りを学べる場。障害があるからといっ
て特別なことはない。同じように活動し、何でも自分でやって
もらう。苦手なことがあればサポートするし、アシスタントなど
できることは助けてもらう」という。特殊な存在としてではなく、
障害がある人もメンバーの一人として交じり、自分の作品を
生み出している姿はごく自然である。さをり織りの技術を身に
付けた障害者の中には、親子でさをり織りの教室を開いて
独立した人もいるという。
　このようなインクルーシブなコンセプトのツールには、多様
な個性を活かせる場を創り出す力がある。コンピュータもそ
の一つであることは明白だが、インクルーシブ社会では多様
な人がさまざまな社会活動に参加するための多くのツール
が必要になる。ソフト、ハード、システム、さまざまな形のイン
クルーシブなツールを考え、整えていくことがマイノリティの
社会参加にもつながると考える。

インクルーシブな社会づくりと
マーケティングの力

　ここまで障害者というマイノリティの社会参加の場として、
主に障害者が関わるものづくりとデザイン開発に関する事例
を取り上げてきたが、「良い商品」を作るだけでは経済的な
活動には結び付かず、報酬（工賃）も上がらない。福祉商
品であっても「市場で売れる」という成功の鍵になっている
のはマーケティング力である。
　例えば、島根県の伝統芸能である石見神楽の豪華な衣
装と面を作り、1億円を超える売り上げを実現している事業
所では、何年間も地域の神楽社中団体に通い、現場のニ
ーズや不満をくみ上げ、オリジナルのデザインに対応するこ
とや短納期での販売を可能にすることで膨大な利益を上げ
た。熊本の事業所では女性の意識調査を行い、臭いのな
い高品質の馬油化粧品が求められていることをつかみ、大
学と技術提携することで開発に成功して一般店舗で販売
できるようになった。このように福祉の現場であっても、ニー
ズを捉えるマーケティング力が発揮されれば売れる商品が
作れる可能性がある。しかし多くの福祉事業所ではマーケ
ティング活動が十分行える環境ではなく、高度な加工技術
などを持ちながら、利益を得られる販売に結び付く商品づく

りに苦戦している。
「北海道産授産製品磨き上げ支援事業」は、北海道の支
援プロジェクトで、推進したのは株式会社感動市場という
通販会社だった。授産品の顧客層の意識調査やグループ
インタビュー、店頭販売の実地訓練などをマーケティング
の面から主導した成功事例である。ユーザー評価の意見
を反映して商品を改善し、販売技術も向上した結果、販売
実績は増大した。さらにプロジェクト終了後も事業所は自主
的に活動を続け、コラボレーション商品開発や共同販売、
商品改善などを行い、継続的な成果を上げている。ネクスト
リソース社のマーケティングコンサルタントである大泉浩一
氏は、「お客さまの声を直接聞き、商品を改善し、売り上げ
が伸びるにつれてどんどん熱が入った。市場を把握して成
功した体験が事業所の取り組む姿勢を変えた」と言う。
　前述のセレクトショップ『マジェルカ』の藤本氏のもとには

「どうしたら売れる商品が作れるのか」という相談が毎日寄
せられるという。作る技術はあり、工夫もできるが、「売れる
商品」が作れない。現在、『マジェルカ』では販売だけでなく、
取引のある福祉事業所とパートナーシップ関係を結び、デ
ザインコンサルティング、商品企画も手掛けるようになった。
それぞれの事業所ならではの魅力が表現された個性的な
商品開発を目指して30カ所の福祉事業所と活動している。
例えば今年の新商品、アニマルブローチは埼玉県川口市
で木製の玩具を制作している福祉事業所に『マジェルカ』
が商品企画のコンサルティングをして生まれたものである。
藤本氏は事業所を訪れて現場を観察し、木工の着色の際
にテーブルが汚れないように敷く薄い木の板が、顔料でカラ
フルに「汚れて」いるのを発見した。そしてごみ箱に捨てられ
るばかりだったこの板を素材として切り抜き、ランダムなカラ
ーリングの木のアクセサリーに生まれ変わらせる提案をした
のである。これまで事業所では廃材でしかなかった作業台
の板がアクセサリーになる。このアイデアに福祉事業所の職
員も利用者も盛り上がり、動物のセレクションやサイズ、ポー
ズなど試行錯誤しつつ丁
寧な手仕事で可愛いハリ
ネズミやアルマジロのブロ
ーチが誕生した。
『マジェルカ』のケース
では、ショップがお客と福
祉事業所の双方をよく理 アニマルブローチのハリネズミとアルマジロ

特集　ダイバーシティ社会を生き抜く、インクルーシブなマーケティング



AD STUDIES Vol.62 2017　●　21 

【注】
＊	 DLOPS＝Doming	Leal	On	Paintings	の略。ウレタン樹脂を

使用した、新しいドーミング（樹脂を盛る）技術の名称である
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解してつなぐことのできるマーケッターとして、また良い商
品ができれば互いに利益を得られるパートナーとして機能
している。一般の市場ではこのようにお客に最も近い存在
である販売店がマーケッターとしての役割を担うことはよく
あるが、福祉バザーが販売の主体になるような世界ではこ
ういった機能は働きにくい。
　福祉事業所が作る商品は、パンやクッキー、麺類、保存
食などさまざまな食品、印刷物、木や革や布などの手作り雑
貨から大型の家具、建築資材まで多様である。デザインと
マーケティングは密接に関わっており、どちらも売れるもの
づくりを実現する上で福祉の現場に足りない力であり、同時
に外部からの支援が不足している分野でもある。どのような
商品でも、何が誰にどこでどのように求められているのか、
その商品にはどのようなプロモーションが必要か、そしてそ
れぞれの作り手たちの技術を活かすものづくりを見いだすこ
とで、新しい価値が生まれる。このことは特に「福祉」から「ビ
ジネス」へと視点の転換をしなければならない福祉事業所に
とっては重要である。
　誰もが参加できるインクルーシブ社会の実現には、持続
可能な経済活動と結び付く必要がある。そのためにデザイ
ンとマーケティングが果たせる役割は大きい。企業による支
援でも、地方自治体による支援でも、大学の研究分野として
も、長期的な展望でデザインとマーケティングの両面から福
祉事業所とコラボレーションすることで、マイノリティの力を
活かした新しい価値ある製品が生み出せるようになり、それ
が継続的な経済活動に結び付く可能性が高まるのではな
いだろうか。
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